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集積の経済
埋論・実証分析の系譜と展望一一

斉藤

1 . 導入

この25年間で、fI本経済は、従来の製造業の!l王盛な投資活動とそれを需要面で支えた内需主導の

経済成長から、輸出依存・サービス化経済に移行した そのようなマクロ環境の激変に相応する

形で、個々の産業はそれぞれ成長・成熟・衰退という多様な局面を経験してきた。成長産業は雇

用・設備の拡大を通じて生産規模を高め、成熟産業は規模拡大よりも利益率を重視する経営を志

向し、衰退産業は雇問・設備の保持・縮小せざるを得ない状況となった。このように各産業には

様々な観点、からの相違・異質性が厳然と存在する。

[';¥11 -a 繊維工業労働生産性のヒストグラム:1975年
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図 1-b 繊維工業労働生産性のヒストグラム:1995年
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図 2-a 電気機械器具製造業労働生産性のヒストグラム:1975年
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図 2-b 電気機械器具製造業労働生産性のヒストグラム:1995年
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… 
しかしこのような相違・異質性の中に大変興味深い共通点が見受けられる。図 1は製造業二桁

コード・繊維工業の労働生産性の分布を1975年と 1995年の二時点をとって比較したものである 11。

観測単位は県ではなく都市固となっていることに注意されたい(標準大都市雇用国・ SMEA)c新

古典派理論2) に従えば、生産性の格差=賃金格差が存在すれば、高きところにある水が低いところ

へ自然と流れるように、低賃金地域から高賃金地域へ労働の移動が起こり、生産性格差は消滅す

るはずであるが、図 lはそのような均一性への指向を拒否しているようだc 図による印象では蓋

然性が残るので、標準偏差と変動係数によって検討してみると、 1975年で68万円(標準偏差)、

0.236 (変動係数)、 1995年で206万円(標準偏差)0.308 (変動係数)となったc 標準偏差は計算に

1) ι業統計表・市町村編におけるドj'}Jllfrlliftf'[Miを従業者数で却lったもの。本米/j:各1察本単位ごとに物価調整をしたものをmいる

べきであるが、“古川iI苦l物部品デフレーヲー"なるものは残念ながら存伝しないので、メt:のデータをそのままH!(、た c

2) ここで“新山典派内論"とは、完全競争トーの企業活動と生淀要素のl'lltl移動を怠l床しいている。
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!長引の経済

使われる平均fll'{の大きさに左右される性質があるので、以後は変動係数のflUに注日する。その変

動係数をみれば絡差は縮小するどころかむしろ拡大している様子が見られる。

繊維工業はいわば“衰退"局rIIIにある産業であり、製造業に占める割合は小さいので、そこか

ら導き出された結論は大勢に大きな影響を与えるとは考えられない、といった挺問が湧いてくる

かもしれなt、。そこで Lj己20年間lにおいて苦しい成長・拡大を遂げたと思われる電気機械器具製

造業についてhi)様の作業を行ってみたのが上司[2である この閃 2を見ても、生産性の桁差が解消

に向かっているとは思われなL、。ただ全体のバラツキである変動係数は0.541から0.513と許 Fの低

下を示しているつ

生産性格廷が解消に向かうのか行かについて一概に判断できないが υ ヘこの絡差が持続するも

のであるならば、その要l人|は何に求められるべきであろうか。

本報告では“都市における経済活動"がf主要な説明'&f[j，[であるという立場をとる。人々が群れ

集まるという現象は、その場所に人々を惹きつける何かがあるという意味で、結架で、あり、多くの

人々が存在しているゆえにさらに別の人々が芯きつけられるという意味で原[A[でもある。限られ

た空間に集まった人々のエネルギーの差がそのまま生I)rdtの絡差にIjll央するという議論は多少の

摂絡を感じるが、まったく的の外れた議論というわけでもない。経済活動と人11同密の間には何

らかの関係、特に正のf[[[!h[があることは歴史的にも支J与されている則、

では、なぜ、ヒト・モノ・カネが分散せずに集中するのだろうか。“集棋の経済"はその仕組みを

解き明かそうという試みで、ある。 以 fの数章においてこの集積の経済がいかなる分析視点と実証

の蓄積をなしてきたかを振り返ってみたいじまず、J欠章で、集積の経済のJLIl論的発出に関して触れる

続く第3章で集積の経済がどの程度の大きさなのかを計ld経済学的に陥らえてきた過去の研究に言

及する。長終章では、 u己分析の川題点や今[II[取り上げることができなかった話題に言及するこ

とで今後の展望をはかりたいc

2.集;fl'lのHH論

2-1 マーシャルの外部性

経済活動が一様に分布せず、いくつかの場所に集中するメカニズムは“集積の経済¥“求心力"

と呼ばれるが、現実の経済集積を論じるには集積に反発する力=“分散力"、“遠心力"をも同時

3) 11i1l努!間・地峡/l¥J所得稿乏が解消(以来)するか行かにl主!する'丈託研'先はかなりの数に iるが、その結以は慨ね“収束に1"]か

う という結架が得られているら Barro and Sala-i-Martin[1995]. Shioji[2001]を参!!日r

4) Bernard and jones[1996]はMllltifactorProdllctivity指数を111¥ミて[f[際!日!の生産科桁去の以来を検討したがt梨、サーヒス業の以

来は確認されたものの、製造業の枠¥X':tlii'J、は見られなかったという仰のをしている 3

5)斯波[2002]、矢崎[1962]、ボセラップ[19911ζ
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に考えねばならないに l両者の力の枯抗するところで実際の経済集積が決定されるからである c そ

こでまず集積の経済・求心力がいかなるメカニズムによってもたらされるかをまとめてみよう。

Koopmans[ 1957)は“規模の経済(生産活動の分割不可能性)"こそが経済活動の集積をもたら

すことを主張している、 Starrett[1978)はこの議論を発展させ、財・サービスや人間の輸送通信費

用が存在するとき、収穫一定の生産技術では集積は発生しないことを示した (Starre仕の定理)。規

模に関して収権一定であれば、生産規模をいくら小さくしてもその効率性に変化は生じないため、

各経済主体は必要な財・サービスを自ら生産することになる(裏庭経済)c 輸送費用の存在はこの

傾向を助長するニ

収穫逓増が集積の経済に極めて重要な効果を与えることはかなり昔から知られている事柄であ

ったが6)、個別企業レベルで発揮される規模の経済をもとに集積を論じる数学的モデルはDixitand 

Stiglitz[1977)の独占的競争モデルが出現するまで提示されなかった。集積のモデルを一般均衡理

論の枠組みで議論するときに、fI古l別企業が収穣逓用であることは、有意味な均衡解を見つけ、そ

の性質を調べるにあたって大きなl本|難を伴う。この困難を回避する方法が少なくとも lつ存在す

るc それは収穫逓増現象を“マーシャルの外部性"に求めるものであるのマーシャルの外部性は、

企業レベルでは収穫一定の技術構造を仮定し、当該産業または当該都市全体の生産規模の拡大が

それに属する個別企業の生産性にプラスの効果をもたらす現象を捉えている(このとき個別企業

は自身の要素投入を一切変化させていないことに注意されたL、)。

マーシャルの外部性と一般均衡理論は相件がよい (Chipman[1970J)0 1960年代後半から 1970年

代前半にかけて、都市規棟(都市システム)に関する報告が多くなされたが、その論理構造はマ

ーシャルの外部性を通じた規模の経済を一般均衡モデルに融合させるものであった (Mills[1967)、

Henderson[1974J) c 

Henderson[1974)は都市聞で生産技術と輸送費用に差あれば、各都市が独自の財に特化して量産

効果を発揮し、互いに貿易を行うことでより高い厚生水準に到達できることを示した また財ご

と=都市ごとに規模の経済や輸送費用の程度が異なり、この相違が都市規模に直接反映すること

に注目し、規模の異なる都市の共存を理論化することに成功した。

このように産業ごと、都市ごとの規模の経済が集積の経済を反映するという指摘はその後に多

くの実証研究を生み出したが、それについては次章で詳しく触れることにしたい。

マーシャルの外部性による集積の理論は大きな前進であったが、個別企業と産業・都市全体の

あいだに成立する関係を明示的に取り扱っておらず、いわば両者の関係を“ブラックボックス化"

しているという点で不完全なものといえる。 1980年代から今日に至る理論分析の焦点の一つは、

6) Marshall[1890l，Weber[1929]こ
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!th'lの経済

この“ミクロとマクロの関係"をJljljj命的にW{olリ!することにあったといっても過芹ではなL、。

そこで以下ではその作業のなかで代表的な議論を取り Lげてその'r'j'子を眺めてみることにしよ

う。第一に取りとげる仮説は“矢11~{í~ .情報の生成・波及1N説"とH千ばれるものである。生産活動

を大まかに分割するとすれば、新しい製JIll1 ・1出j川・アイディアを生み出す“創造的活動"とそれ

らの製品化・商品化といった "'tl老活動"に分割ことができるだろう。このうち前者の創造的活

動はどのような環境下で育まれ、その結果として革新的なアイディアが誕生するのであろうか。

革新的な芽を生み出し、それを事業化できるかが、その産業に携わる経済主体に極めて重要な影

響を与えることは容易に推察できょう。そのJ11件、でこの'"日はアカデミックな立場からばかりでな

く政策的立場からも重要なものである。

MarshalI [1890]は人1Pi密度の高い地M:=都rliこそそのような“空気"を醸しiI'，す舞台で、あると述

べている。識字率であるとか計算能力といった本礎学)) (人的資本)が経済発民に欠くことので

きない要素を形成していることは疑うまでもないが、今までこの [!tに現出したこのない最先端の

ものを生み出すためには、その誕生に携わっている人間の公式・非公式なコミュニケーションが

必要とされる。海のものとも山のものとも判らないアイディアを相互に交換し、それを徐々に形

にしてゆく作業において、重要なことは人々が容易に接触をはかることができる“空間・場"を

いかに提供できるかである。この“空II¥J・場"は人々の移動・通信費IIjが小さければ小さいほど

その威力を発揮する。高密度の経済活動が11々 執り行われている都市空間こそまさにその場であ

ろう。

また]acobs[1968]は、この都I打にはなるべく Y'lなる業師・分野の経済主体が共存している状態が

望ましいとしている。専門性の枠のIt'ではF主まれないようなアイディアが異業種間の受流によっ

て誕生することが歴史上多くあるからである九

ある一人の経済主体が都市で展開されているこのネットワークに加人しょうかどうかの判断を

下そうとしている時に、この主体は自らの参加が全体にどういった影響を及ぼすかを考えること

などないであろうーそのlJ:昧でこの知識波及似説はScitovsky[1954]のいう技術的外部経済効果の

範囲書に入る。 Fujitaand ugawa[1982]、ugawaand Fujita[1980]はこの情報コミュニケーション仮説

から、家計と企業居住の完全分離、不完全分離、完全統介といった都市空間構造の出現を提示し

てみせたサ。

またGleaser[1997]は人的資本形成に果たす都市の役割に注目し、若年労働者が自らの労働の質

7) Jacobs[1968j(まイギリスの7 ンチヱスターとノ f ミンガムの発展・災辺を対比的に述べているの紛紛産業に特化した7 ンチ

ェスターは特化による泣r'[i匂'J~によって -11れま tlt界的な紡績抗，fíに発以したが、その紡績産業 !'Il本がつまずくと今度は 転

して衰退のlliを歩むこととなった。これに対し交易郡山としてIl¥J~ したパ 三ンガムは、それに特化せず、以後機械工業を

'11心として多係な産業を'1み nllしながら今11に宅っているという F

8) これらの'字!日i形態は主l-t:llilのコミュ二ケーンョン;ヰnrと移動・通信門川の比に依存することがポされている一
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を高めるにあたって、“都diにおける学習過程"こそ、より'/くその実現を達成することができる

ことを示した。

2-2 New Economic Geography 

技術的外部牲に対して、金銭的外吉15性という概念も存{Eするが、この市場を通じた形で、生みH'，

される後者の外部性も集結の経済にとって重要な役割lを演ずる。 Abdel-Rahman[19881、

Fujita[19881、Rivera-Batiz[19881、Abdel-Rahmanancl Fujita119901は、 1970年代に生まれたDixitand 

Stiglitz[19771の独占的競争モデルを)!Jt、て、マーシャルの外部性をI!Jt 、たモデルがブラックボック

ス化していたミクロとマクロの対応をlリ!らかにし、 wいl!'占?1刊1
逓I増曽に転換することに1成jJU以功J)した叫ヘ。

重要なことは消費すと中間投入U.1"における製品差別化・多様性指riJ]と中間投入財生産における規

模の経済である c 中11¥]投入!日生産における規模の経済があり、参入・退出の自由と多くの競争企

業の存在という独占的競争ドでは、各中間Hれま lつの企業によって行われ、特化によるf量産効果

が発揮される(分業の利益)0 lnt終Hi-生産企業は労働または I二地といった生産要素と独占的競争に

よって供給される中間!日から収機一定の技術で生産を遂行する一方、家計は一様的な最終Hiと製

品差別化された財から効川を後得する。そのとき、論珂のポイントは、中間財ゃ差別化されたHi

についてCES型で、その他の乍!老要素や消費f!iについてはCobb-Douglas型となる効用関数および

生産関数が、特化されたIj'i1'r1l!1や差別化された消費財の数の上舛によって生産及び効!日を高める

点にある c

Krugman[1991aム19921はこのモデルを二地域間に成立する“ q~心一周辺"現象の発生に適用し

た。詳細なモデル展開はお{論文を参照していただくとして、重要な点は、独占的競争モデルによ

る金銭的外部効果を通じて、“累積的凶果関係"、“前方連関・後}j述関効果"、“成長の極"、“正の

フィードパック"、“補完件"川といった資源の一方向への集中を説明できることにある。すなわ

ち、一方の地域に立地する企業の数が噌大し場合、生産性の上舛によって製品価格が低ドし、当

該地域の消費者に実質的な所得効栄をもたらす。これはこの地域に多くの家計=労働者を引き付

けることになり、この消費者数の上昇が地域総需要を拡大させ、それが更なる企業の立地を促進

するという円循環的ないl架関係を生じせしめることになるのだ。

集積の経済を説明するその他のロジックとしては、都市が需要者・供給者双方の“出会い"を

提供することで、サーチコスト粍減する効果を持ち、それゆえに多くの経済主体が集積するとい

9) lD\ 日 i 的競争モデルのj車川{主的ili ・ I也l!，~経済のみならず、 Ihll捺~f'(M ・経済成長のうHfにおいても多くのjえ!裂をもたらした F

Krugman 11979J、 Romer[1990L
10) Arthur[1994J， Hirschman[1958J， Matuyama[1995J， MyrdalJ 1957J. 
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集約の経済

う“取引費用モデル"(HeIsley and Strange[1990])や、産業1I'dの経済活動が不完全にしか相関して

L、ないという条件のもとで、需要ショ、ソクに対する生産・雇川の変動が緩和されるという“大数

の法則モデル"(MiIIs and Hamilton[1984])などが存在する。

以上は経済活動の求心力を説IllfするJlH論であったが、本章の冒頭でも述べたように、現実の経

済活動は分散力・遠心力も存従する。もう少し的確に言えば、求心力があるゆえに遠心力が生ま

れるのである。

経済活動の地理的集中は希少資源である土地の価格(または地代)を上昇させる c 建物の高層

化によってある程度人員収容は可能だが、集績の持続は必然的に都市の外延吉11を拡大させること

になる。都市構造が単一中心部rliで、あるか悔数，+，心部i1iあるかによって多少の違いはあるが、都

市規模の拡大は移動・通勤費I!Jの明大を引き起こす"'、都市とその他地域のどちらに居住するか

の選択に直面している労働者は、 't産活動が行われる中心部市で受け取る賃金から移動通勤費用

を差しヲ1¥、た実質賃金を基準に判断をドすc 都市規模の大きさは、都rli規模拡大による移動・通

勤費用の増大が都市居住とその他地域居住を無差別にする地点で決定される c

この他にも経済活動の集rt'によって、水質汚濁・二酸化窒素の明大・土壌汚染といった狭義の

環境悪化や円照権問題や地域コミュニティーの崩壊といった広義の午前環境悪化が引き起こされ

る。これらは当然家計の実質所得や企業の利市IJtく準を低下させることになる。

:3 .集積の経済実証分析

3-1 マーシャルの外部性の実証研究

経済分析が理論と実証の両輪によって問題の解明に取り組むものであるならば、集積の経済の

解明もその例外ではない y 第一章で触れた都市規模ごとの平均所得や労働生産性の格差を実証的

に解明する取り組みは、まず集計 (1''.1生産関数を川いたパラメターのtw定によってなされた〈

者11rnーごとの生産性に格差があるのは、 1)資本・労働などの生産要素の投入に差がある、 2)生産技

術に規模の経済性がありそれが都市ごとに異なる、 3)生産の舞台となる都市環境に差がある、と

いった要因に帰せられる。 1)と2)についてはマクロレベル生産関数分析において従来から取り扱

われてきた点だが、 3)は集積の経済特有の分析視点である。これをいかに把握するかが分析の有

効性を決めることとなろうが、幸い都市・地域経済学で、はa)地域特化の経済、 b)都市化の経済、と

いう便利な分類概念が存在する(Hoover[1948])。前者は特定産業の規模が拡大することによって、

当該産業に属する企業の生産性が日まる現象を指し、 f走者はすべての産業を含んだ都市全体の拡

11) iji.ー中心部mとは生産活動が行われるIlffーの'1'
心業務地lぇ (CBD) をllxり11I1むj杉で労働行のJ，'ifU也域が配jI'，'される都市桃

造であり、袴数rt
'心古

'IirliとはCBDが二つ以 U{れする郎，fi構造を意味する。;附IIはFujitaand Ogawa[1982jを参照のこと。
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人ーによって、当該都市に立地する企業の生産性が上昇することを意味している f 前章で取り上げ

た集積の経済の理論が、地域特化の経済、都市化の経済、あるいはその双方に分類できることに

なるならば、この二つの分類概念は実証分析において大きな }Jを発揮する c なぜならば、地域特

化の経済を体現する変数は当該産業の総雇用量または総産出量、都市化の経済の場合は都I↑i人口

(密度)によって代NJすることが可能だからである。もっとも、この簡便性・有用性は集積の経済

の仕組みをブラックボックス化するという欠点をも IriJ時にはらんでいることは言うまでもなL、。

そこで集積の経済に|刻する代表的な実証研究を取り上げる。まず集積の経済を明示的に取り掠

った初期の研究としてSegal[1976]を見てみよう。 SegaJ(立、部jfi産業全体を対象とし、独自に作orえ

した資本ストックデータを合む73の都市[笥データをItJ ~、て集 f11の経済の大きさを推定した。百I; ，h

の総生産関数は、労働者一人当たりの次のようなCobb-Douglas型を必定する c

、，s，.a".+d 

(rj L)i二 ASYCr'(KjL)~ L( 日

ここで Yは付加価値額、 Liま雇芹j量、 Kは資本ストック額、(/は教育・性別・人種・年齢などの

労働者の質、 Cは気候・ fj然資源等の都市の特質、そして Sは都市規模ダミーを表している 1ヘ

SegaIは検定によって総生産関数の収権一定 (α+I，s =1 )を確認する一方で、都市規模ダミーの

統計的有意性(その大きさはタiUJ性単位で概ね 8%)を1111出しているじこれは、生産性栴差は都

市化の経済という形で、午ーみ01
1されたことを意味する。

SegaI分析の貢献はm;市|剖データから集積の経済の大きさを初めて推定したという点ばかりでな

い。彼の分析は後の実証分析にとって大きな問題点を提示している。それは1)生産関数の!日l時性

J'Iイアス、 2)生産関数の異質性という問題である c 前者は、企業家は自らの経営能力を熟知して

いるが、分析者にはそれが不Jl)jであるため、説明変数と推定式の誤差項に相聞を生じせしめ、そ

の結果推定値にバイアスを斗:みlHすというものである。またf走者は、分析対象となる生産関数を

都市圏ごとに相違のないものと必定してよいか、という問題で、生産投術、都市環境といった要

国が明らかに違うなかで、すべての都市圏をまたにかけた“平均像"を追求することは、単純で

ありすぎるという問題意識をもとにしている:ヘ

1980年代の展開は、この問題点に取り組むとともに、集積の経済の指定をより明示的にする方

向で展開された。それが次ぎに触れるNakamura[1985]、Henderson[1986]の報告で、ある。

Id!j者の分析に共通する視点は、 1)操作変数を用いることによる推定バイアスの解消、 2)産業別デ

ータによる地域特化の経済と都市化の経済の分離推定、の二点にある。 1)の重要性はもちろんだ

12)金額表示の変数についてはれllil:'flよりも大きい地域単位での物飾品料支がなされている F

13) Segaliま都rti枝被ダミ の1検定によってI;JJI'1 J1'jの'tH1'1'1をlllllHする !j 、保本汁別による F検定によって 1"，iI:\~本のパラメタ

ーが異なるという似誌を業 J11 している。すなわち生産関数は/î'[\11iごとに共通であり、 J'~'f'l '~1 は切片に集約されるというがt

架を導き出している c ただL.[i;IiL¥tlノfイアスについては傑11'変数法守ーによる修 11'.はむわれていない。
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f.th'lの経済

が、都市・地域経済学的には2)の十(I.J.'.~ がより 'T( 愛であろうヲそれは都diにおける集積の性質を規

定することになり、ひいては産業立地政策に関して lつの視点を提供するからだ。すなわち、集

積の経済が地域特化の経済に山来するのであれば、特定産業に特化で、きる環境を設定すること(ま

たそのような政策)が望ましいことになり、都了li化の経済が優勢であれば、多様な産業を引き付け

る政策が必要となる、といった観)，I，~を得ることができる。

Nakamuraは11本の製造業二桁コード、 Henclersonはアメリカとブラジルn1ij[E]の製造業二桁コー

ドを利用して集積の経済の質と大きさを推定した'4'その結果Nakamuraの分析では、1)地域特化

の経済が強いのは重化学工業(鉄鋼業;6.2%、非鉄金it.r:i; 6.4%、一般機械;8.2%、電気機械器

具;7.5%'日)、 2)都市化の経済は粁 r業により強く存在(繊維;6.7%、家具;6.9%、出)M:IlMlj;

7.8%) といった結果が版行されている。これに対しHenclerson論文では、都市化の経済が存花し

ないという帰無似説を棄却lできず、地域特化の経済のみが確認された。 Henclersonのこの結果は、

前章で、触れた彼の都I打システム理論と整介的ものとなっている c

この両者のh文果は様々なI晶画iでづ1I日される論文であるが、クロスセクション・データによる限

界が存在する。この点については次章で簡単に触れる〉

3-2 New Economic Geography の実証研究

前章において、マーシャルの外部性による集績の経済の議論が経済活動の集中メカニズムをブ

ラックボックス化している(アドホックな仮定・関数型に依存)難点について触れ、独内的競争

モデルによるとクロレベルの規模の経済と愉送通信費)11がマクロレベルの集積を説明するロジッ

クを簡単に述べた。実証研究においてもアドホックな似定に依存しない金銭的外部性による分析

を要求する声は当然強くなってきたの

Hanson[1997]は“中心ー周辺"flj!論をメキシコの地域データを)lIl、て解明した。特に“累積的

閃果関係"、“前方連関・後方連関効果"、“成長の極"、“IEのフィードパック¥“補完性"といっ

たメカニズムが地域集積をもたらすばかりでなく、立地が中心地=産業集積地から遠ざかるにつ

れて賃金水準が低下するという用論的帰結にも注目した。先程も触れたように、企業にとってこ

の産業集積地は生産効率を高める舞台であるばかりでなく、需要をも提供する場所でもあるり貿

易!']由化以前のメキシコはメキシゴシティー・一極集中の産業構造であったため、メキシコシテ

ィーとその他地域におおきな賃金杭差が存ιしたが、貿易LI由化以後はアメリカというもう 1つ

14) Segalとは異なり、両者は'Utl¥ll数をより舟E的なトランスログ型!としている またHendersonは'U吃|主!数とは双対関係に

ある費III関数からも推定をおこなっているが、 tii;定Il'"のrFl}や大きさにほとんど苫ーはないっ使J!!されている操作変数につ

いては原論文を参照のことっ

15)、'i該産業の1干lH.:tL(剖lirli化の経済のJ弘子干ii、li百五郎rliの人[])がl以 L11.することによって(111%の'1'.内 l'riがもたらされるか

を意味している‘
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の大きな需要市場が出JJlしたことによって、メキシコシティーに集積していた企業の一部がアメ

リカとの国境に立地する動きが現れた c これはメキシコシティーとその他地域の賃金格差を縮小

させることを予想させる。

Hansonは、 1965年から 1988年までの製造業二桁データを用い、賃金格差と市場との距離の関係を

表現した

ln(川町)=日。+s 1 ln MX"i + s 2初日i+O/8InMX"i +OA>lnUSi +九r

という式の推定を行った 1 ここで、 H';"は時点の地域における産業の賃金を、 HT
" ，はメキシコ

シティーにおける時点 t.産業 jの賃金を、 MXI立地域からメキシコシティーへの単位輸送費JlJ

を、 usは地域からアメリカJ!ヱ|境までの単位輸送費問をそれぞれ表している爪またグ は貿易自

山化後に1をとるダミー変数を意味する。

推定結果は概ね理論と整介的であり、メキシコシティーから10%離れることによって賃金格差

が1.92%減少すること、アメリカ メキシコ国境から距離が10%離れることで1.28%の賃金格差が

減少することが判明したが、貿易自由化による賃金格差圧縮の効果(推定式におけるパラメター

の有意性)は確認されていない。

Hanson論文の貢献は1)集結の経済を賃金の高低でifiiJることにより、高い賃金水準が人々をI吸引

し集積の不経済の発生を補償するために他地域と比較してさらに賃金が高くなるという集積のメ

カニズムを現実データから捕捉したこと、 2)市場への近擁性が集積にプラスの効果をもたらす点

を示すことで、需要制約の重要性(ケインジアン的世界)を再認識させることになった点にあろ

つ。

ブラックボックス化されたマーシャルの外部性モデルから飛躍しようという試みには、特許件

数が地域的に限定される事実を掘り起こし、集積の経済における知識波及仮説を支持する報告を

した]affe ， Trajtenberg and Henderson[19931の業績もあるが、紙l古iの都合上ここではこれ以上触れ

ることはしない

4. 今後の展開

経済活動の“集積"という現象は、その累積性ゆえに当該地域の“成長"・“発展"という別

の側面を持つ。いや、この二つは本来分離できるものではなく、一体として扱われるべきもので

あろう。集積をもたらす要因:技術的外部性(知識・情報波及、学習効果)、金銭的外部性(規模

16) デ タの制約上、 ii¥f古輸送1?川は別lj械で代I!]されている。
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集約の経済

の経済、移動・通信費)IJ、If'II¥Jl!1の多様性)を出di・.地域発展のJIH論に適川することは自然の流

れと言える。実際、 Lucas[1988]は前者の枠組み、 Englmannand Waltz[1995]、Pugaand 

Venables[1996H走者の枠組みで単 都市または二地域発出の理論を民間した。

これらに対応する実，111研究も、Ii然なされているが、それらのほとんどが技術的外部性理論に依

拠した動学的外部性の検証(吉1¥di・地域発民には産業の特化形態が望ましいのか、異なる産業が

共存する多様性漏れた状態が望ましいのか)に終始している (Glaeser，Kal1al ， Scheinkman and 

Shleifer[ 1992]、Henderson，Kuncoro and Turner[1995])17) ， 

ゆえに今後展開されるべき研究は金銭的外部効果の実証的解明にあると忠われる i ところで、

実証研究をする|探に常に持ち上がる問題は、 fl11論の直接的な検証がなかなか難し P)点にあるが、

これはひとえに理論変数に対応するデータが人子困難である場合が多いことによる。いきおい、

過度の単純化(誘導型モデル)に陥りやすいわけだが、金銭的外部効栄には級密なデータ作成を

もとにしたl直後的な分析が必要となるだろう。

特に重要となるのは移動・通信費川と財の多様性のデータ化である。今までのところ前者は距

離変数で代!日されているのが実情だが、移動・通信費)IJの低下が他の要凶と組み合わされ集積現

象にカタストロフィックな変化を与えることが用論的に示されている以上1ヘ時間的に一定である

b'l!離変数を移動・通信賀川と見なすことは抗定ilt'[に重大なバイアスを F七むだろう また、!日の多

様性を考えるとき、その範[!l[は、1'，然農業からサービス業までを包含せねばならないはずだが、実

際の多様性データは製造業の枠内に問まっている場合が多い勺都市における企業サービスの地位

を考えるならば、全産業にわたる都市・地域レベルでのデータ作成が必要とされる所以がここに

ある。

データ問題の次に立ちはだかる問題は推定 F法である。発展・成長という“動学性"を被うに

は、クロスセクション分析に変わってパネル分析がその“主役"とならざるをえないごクロスセ

クション・データのみでは都市・地域が本来持っている異質性(それは自然資源・環境資源・社

会的資源に山米し、 H寺II¥J的に変化しないもの)を排除してしまう。しかし時系列方向にデータを

拡大することで、異質性のある部分は把握可能となる。 I，'i[定効果モデルにおける切片項が時間方

向に変化しない都市・地域[i'iJ有の特性を捉えることはよく矢11られている しかし、都市・地域の

異質性が切片項に押し込められることを先験的に仮定して良いかどうか{立大いに問題がある o

Segal[1976]が得た“関数型・パラメターの[riJ-'lt"という結論はパネルデータによってこそ正し

く検証される問題だろう。都市[1¥11軒肝性の議論とも関連でも、都市・地域の実質性の検出は重要

17) 特化か多総1'1 かという問題はIIJIH~(な形の決行はついていないー

18) Krugmanl1991l， Fujita， Krugman anc1 Mori[1999J. Tabuchi[1998l， Fujita. Krugman and Venables[1999l， Fujita. and 

百 isse[2002J
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な課題と言える。

推定手法についていえば、空II¥HII関の存在も無視できない。しかし発展・成長といった動学分

析を目的とするとき、必要となる分析道具は時空間モデルとなる。ところが時空間モデルは、そ

の袴雑性ゆえに、実証分析の豊富な成果を生み出していないのが現状である c したがって空間相

関分析を時間方向に展開するには統計学的な成果が更に必要とされるだろう。

最後に都市・地域の発展・成長を取り扱う理論について触れておきたL、。集積の経済を説明す

る金銭的外部効果において主要な役割jを果たしたものとして規模の経済と移動・通信費用が挙げ

たが、独占的競争モデルによって粕般に珂論化されている規棋の経済に反し、移動・通信賛同は

Samuelsonの“氷河型"叫を氾l定するのみで、 lつの部門として取り扱われてはいないf 交通・通

信投資が“どの地域に"、“との程度"、そしてそれを 1、かにファイナンスするか"、といったII¥J

題点、は発展途上国特有の課題ではあるばかりでなく、先進諸凶の地域発展においても重要な問題

である。交通・通信部門に規模の経済が存在すれば、持数均衡が生まれる可能性は高く、それゆ

え均衡問に最適基準からの)lIfi位付けの余地ができる。いかに最適な均衡を実現するかが政策・的に

大切になってくるだろう。また移動・通信費用といっても、都市内のそれと、都市聞のそれをど

う調和させるか、また投資という時間方向の活動とその地域rl日分という空間方向の活動の融合、

といった従来の理論モデルで、は簡単jこ表現で、きない要素を合んでいる。これらの問題点は今後の

さらに展開・発展されるべき領域である。
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